
移行初年度移行初年度移行初年度移行初年度事業事業事業事業報告について報告について報告について報告について    

移行初年度（2011 年 2 月 1 日から 2011 年 3 月 31 日まで）の事業報告は、以

下のとおりです。 

 

Ⅰ．Ⅰ．Ⅰ．Ⅰ．調査・研究事業調査・研究事業調査・研究事業調査・研究事業 

１．調査活動１．調査活動１．調査活動１．調査活動 

（１）地方自治関係図書・資料の収集保管 

 ［1］文献・図書情報の収集・保管 

    地方自治に関する文献・図書（新聞、雑誌を含む）について収集・保管 

しました。書籍（蔵書）7300 冊、定期刊行物 150 部、新聞 11 紙、その他 

関係資料収集しました。 

 ［2］自治体基礎資料 

神奈川県内を中心に自治体が公表している資料、統計データ等について 

収集・保管しました。 

（２）調査活動 

 ［1］自治体の財政分析 

県内の自治体の予算・決算等のデータを収集・整理し、必要に応じて 

分析し、提供しました。 

 ［2］各種調査・分析 

    市民意識調査、実態調査等、各種調査・分析については、藤沢市自治 

      研センターの委託事業「藤沢市職員の仕事と市政に関する意識調査」に 

      ついて集計、分析、報告書を作成いたしました。 

     



２．研究会活動２．研究会活動２．研究会活動２．研究会活動 

    研究会については、以下の研究会について準備しました。 

（１）地方分権システム研究会、（２）県のあり方研究会、（３） 神奈川ま 

ちづくり研究会、（４）議会問題研究会、（５）定例研究会。 

（６） その他「公益社団法人に移行記念シンポジウム」は、準備しました 

が、東日本大震災の影響により中止しました。 

  【記念シンポジウム案】 

と き：３月 18 日（金）午後 2 時 30 分から 5 時まで 

  ところ：神奈川県地域労働文化会館 

  テーマ：統一地方選挙で問われているもの－地方政治のあり方を問う－ 

  【パネル討論】 

   コーディネーター 上林 得郎（神奈川自治研センター理事） 

    パネリスト   青山 彰久（読売新聞東京本社編集委員） 

            江藤 俊昭（山梨学院大学教授） 

            田口 一博（新潟県立大学准教授） 

 

３．３．３．３．政策研究活動政策研究活動政策研究活動政策研究活動 

（１）連合神奈川政策制度研究活動 

    連合神奈川政策研究活動に必要な提言・助言を行いました。 

（２）地方自治研究センター・研究所との連携、共同研究 

［1］全国自治研センターとのネットワーク  

    公益財団法人地方自治総合研究所はじめ全国各地で地方自治に関する

調査・研究活動を行う自治研センター・研究所と連携し、情報の収集に



あたりました。 

  ［2］県内自治研センター及び関東甲自治研センターとのネットワーク 

    県内の自治研センター（横浜、川崎、横須賀、藤沢、相模原）と連携 

し、情報の収集にあたりました。 

（３）その他研究機関等との連携 

   ＮＰＯ法人参加型システム研究所をはじめ市民が中心となる調査研究機 

関等と連携し、情報の収集にあたりました。 

(４) その他団体との連携 

   その他団体との連携を必要に応じて行いました。 

ⅡⅡⅡⅡ．自治啓発事業．自治啓発事業．自治啓発事業．自治啓発事業 

１．自治啓発活動１．自治啓発活動１．自治啓発活動１．自治啓発活動 

（１）地方自治研究神奈川集会の開催 

    2011 年度地方自治研究神奈川集会について自治労神奈川県本部と共同 

で準備しました。 

（２）講座・セミナーの開催 

   「神奈川地方財政セミナー」（自治労県本部と共催）を開催しました。 

   開催日時：2011 年 2 月 15 日（火）午後 6 時 30 分から 

   開催場所：神奈川県地域労働文化会館 

   対  象：市民、自治体職員等 

（３）地方自治に関する講座・学習会への講師の派遣・斡旋、助言等 

   会員や各種団体が企画する講演会、研修会などについて、要請に応じて 

   講師の派遣や斡旋などの協力を行いました。（活動日誌参照） 



２．出版活動２．出版活動２．出版活動２．出版活動 

（１）「自治研かながわ月報」の発行 

   「自治研かながわ月報」については、2011 年 2 月号の発行と 4 月号の準 

備を行いました。 

（２）｢月刊自治研｣の配本 

    会員に対して、自治労・自治研中央推進委員会発行の「月刊自治研」配 

本しました。 

（３）出版事業 

    「2010 年度神奈川まちづくり研究会」報告書を作成しました。 

 

３．ホームページの活用３．ホームページの活用３．ホームページの活用３．ホームページの活用 

        現在、ホームページで主に次の情報を提供しました。①センターの基本情 

報、②センターの行事、③他団体の行事、④新着図書情報、⑤県内米軍基地 

再編に関する新聞記事見出し一覧、⑥議会関係情報見出し一覧。 

 

ⅢⅢⅢⅢ．運営・研究体制．運営・研究体制．運営・研究体制．運営・研究体制 

１．１．１．１．機関会議の開催機関会議の開催機関会議の開催機関会議の開催 

（１）第 1回総会 

  日 時：3 月 18 日（金）午後 1 時から 2 時 10 分まで 

  場 所：神奈川県地域労働文化会館 

議 事：第１号議案  公益法人移行に伴う措置について 

第２号議案  2011 年度事業計画案について 

第３号議案  2011 年度予算案について 



第 4号議案  理事・監事の選任について 

  全議案は承認されました。 

（２）第 1回理事会 

  日 時：2 月 22 日（火）午後 6 時 30 分から 7 時 30 分まで 

  場 所：神奈川県地域労働文化会館 

議 事：第１号議案  公益法人移行にともなう措置について 

第２号議案  新法人第 1回総会の開催について 

第３号議案  入・退会の承認について 

第４号議案  第２回理事会の開催について 

第５号議案  第 2回総会の日程について 

   全議案は承認されました。 

 （３）第 2回理事会 

        日 時：3 月 18 日（金）午後 2 時 10 分から 2 時 20 分まで 

  場 所：神奈川県地域労働文化会館 

議 事：第１号議案  理事長等の選定について 

            全議案は承認されました。 

２．運営・２．運営・２．運営・２．運営・研究体制の確立研究体制の確立研究体制の確立研究体制の確立 

 調査・研究に必要な、研究・事務局体制の確立に努力しました。 

３．財政の確立について３．財政の確立について３．財政の確立について３．財政の確立について 

  ひきつづき経費の削減に向けた努力をしました。 

４．会員拡大４．会員拡大４．会員拡大４．会員拡大 

  会員の拡大にひきつづき努力しました。 


